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大阪市の孤立死の現状と
2 地域における孤立死対策の比較
　　　

　近年、社会が大きく変化し、共生社会の核となる地域コミュニティが希薄化し、コミュ
ニティの維持が困難となってきている。また、独居者が増え、孤立死も増加の傾向にある。
本論においては、孤立死の状況について死亡者の生活や発見の状況から高リスク者の要因
を明らかにした。次に孤立死対策の事例を検討し、組織間協働の必要性を考察する。

Abstract
In recent years, society has changed significantly, with local communities that are central to a 

cohesive society becoming tenuous and communities becoming harder to maintain. More people 
are living alone and the amount of people dying is increasing. This paper discusses the situation 
around people dying alone, uncovering the factors behind people who are at higher risk of doing 
so based on their lifestyles, and the situation at the time of discovery of the deceased. Next, 
consider cases of the isolated death countermeasures and consider the need for the collaboration 
between organizations.
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Ⅰ　はじめに

　わが国では、近年急速に高齢化が進み、65歳
以上の者の割合が、1950年には 5 ％に満たな
かったが、その後高齢化率は上昇を続け2019年
には28.4％1 ）に達している。一方で出生率は低
下を続け、社会の担い手である現役世代の人口
が減少すると見込まれている。1950年では 1 人
の65歳以上に対して12.1人の現役世代（15～64
歳）がいたのに対して、2015年では2.3人、2065
年では1.3人の現役世代の比率になると予想さ
れている。現役世代の減少は、今後の医療や介
護の担い手不足にも繋がり、必要な医療や介護
のケアが受けられなくなる可能性も考えられる。
　また、近年家族のあり様も大きく変化し、
1980年では65歳以上の者がいる世帯構成の中で
3 世代同居の割合が全体の約半数を占めていた
が、2018年には夫婦のみの世帯と単独世帯を合
わせて約 6 割近くとなっており、高齢者の 1 人
暮らしの割合が大きくなってきている。生涯独
身者の数も増えてきており、全世帯に占める独
居世帯の割合は、男性13.3％、女性21.1％と
なっている 2 ）。
　少子高齢化や独居世帯の増加などの問題と相
まって、支え合いの補完的役割を担ってきた隣
組的地域コミュニティについても、役員の高齢
化や人との関係性の希薄化などによりコミュニ
ティの維持も難しくなってきている。人との関

係性が希薄になるにつれ、社会的孤立や孤立死
の問題も顕在化し、大きな社会問題となってい
る。
　本論では、大阪市内の孤立死の現状を把握し、
孤立死の要因は何かについて明らかにするとと
もに、孤立死対策に実際に取り組んでいる事例
について比較検討を進めていく。

Ⅱ　孤立死の現状

　孤立死対策を考察するうえにおいて、まずは
実態把握を行うことが重要となってくる。現状
では孤立死の定義自体はあいまいである 3 ）が、
本論では、東京都監察医務院4 ）が孤独死の定
義としている「自宅で死亡し、警察が検視など
で関与した独居者」に準じ、集計を行った。
1 　大阪市の孤立死の現状
　孤立死の実態把握の基本資料として、筆者が
解剖助手として勤務する大阪府監察医事務所で
は、大阪市内で発生した異状死の検案を行って
いる。大阪府監察医事務所5 ）で検案を実施し
た2017年の死体検案書と検案要請書6 ）を、孤
立死研究のため閲覧し集計を行った。
　検案総数4,551人中独居自宅死亡者は約半数
の2,323人であった（図表 1 ）。また、独居自宅
死亡者の約51％のうち1,167人が 2 日以上経過
し発見される状況であった。
　図表 2では、独居自宅死亡者の性別や年齢、
収入などの状況とともに、発見に至った経緯と

大阪市の孤立死の現状と
2 地域における孤立死対策の比較

図表 1　2017年大阪府監察医事務所検案結果

検案総数 同居施設等
死亡者数

独居自宅
死亡者数

発見までに要した時間別独居自宅死亡者数※

早期発見 短期発見 中期発見 長期発見

4,551人
2,228人 2,323人 1,156人 437人 505人 225人

49.0％ 51.0％ 49.8％ 18.8％ 21.7％ 9.7％

※死亡推定時間から発見までに要した時間によって分類
　早期（48時間未満）短期（ 1 週間未満）中期（ 1か月未満）長期（ 1か月以上）

（出典：大阪府監察医事務所データをもとに作成）
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発見者について集計を行った。
　集計の結果、男性の前期高齢者、年金や生活
保護受給者、集合住宅居住者、外部との関係が
薄い人に、独居自宅死亡者数が多くなる傾向が
みられ、孤立死のリスクが高いと考えられる。
また、介護サービスの利用者は、発見までの時
間が短いことがみて取れた。

　次に、大阪市23区別孤立死発生状況について
集計を行った。
　大阪市内の居住区ごとの集計では、発生数に
おいて西成区が特筆して高くなっていた。西成
区以外においても大阪市の平均と比較し、独居
自宅死亡率の割合が高い区や中長期発見率が高
い区などもみられ、地域ごとの偏在も大きく、

図表 2－ 1　独居自宅死亡者生活状況一覧（2017年 1～12月分）

項目 早期 短期 中長期 計 ％ 傾向

性別
男性 747人 320人 616人 1683人 72.4％ 男性の割合が非常に高く

なっている。女性 409人 117人 114人 640人 27.6％

居住状況

戸建て 273人 84人 66人 422人 18.2％ 公営住宅（市営、ＵＲ団
地）を含めて集合住宅の
割合が非常に高い。公営住宅 145人 55人 80人 281人 12.1％

集合住宅 719人 293人 581人 1,593人 68.6％

その他 19人 5 人 3 人 27人 1.2％

収入状況

有職 162人 58人 43人 236人 11.3％ 高齢者の割合が高いため
無職者の割合が高く、ま
た中長期の場合は生活保
護受給者や無職無収入者
などの割合が高い。

年金受給者 480人 192人 212人 884人 38.1％

生保受給者 438人 155人 355人 948人 40.8％

無収入 47人 21人 82人 150人 6.5％

その他 29人 11人 38人 78人 3.4％

介護
サービス

利用有 457人 61人 21人 539人 23.2％ 介護サービス利用者の早
期発見の割合が高い。利用無 688人 374人 706人 1,768人 76.1％

不明 11人 2 人 3 人 16人 0.7％

（出典：大阪府監察医事務所データをもとに作成）

図表 2－ 2　独居自宅死亡者発見状況一覧（2017年隔月分）

項目 早期 短期 中長期 計 ％ 傾向

発見者7 ） 個人的つきあい
がある

301人 96人 73人 470人 40.7％ 発見状況では、発見まで
に要した時間により孤立
した状況にあったかが推
察できる。
平時より定期的な訪問や
連絡を取り合う関係性が
築けている場合は、死亡
から発見までに要する時
間が短い。親族や知人だ
けではなく、訪問介護
サービスなど日常的なか
かわりがある場合など、
早期発見に繋がる要因で
ある。

サービス提供者 261人 183人 183人 527人 45.7％

地域関係者 45人 28人 67人 140人 12.1％

その他 13人 2 人 2 人 17人 1.5％

発 見 の
きっかけ8 ）

定期的に訪問し
発見

363人 69人 38人 470人 40.7％

安否確認のため
訪問し発見

211人 116人 207人 534人 46.3％

外的要因で発見 31人 22人 78人 131人 11.4％

その他 15人 2 人 2 人 19人 1.6％

（出典：大阪府監察医事務所データをもとに作成）
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地域性を加味した対策が必要といえる（図表 3 ）。
2 　孤立死の対策
　孤立死の要因としては、地域性や性別、年齢、
生活様態など種々な要素が複雑に関係しており、
孤立死軽減にむけて 1つの要因を取り除けば解
決できるわけではなく、複合的な対策が必要と
なってくる。孤立死問題への複合的な対策の必
要性について、小辻らは「重層的な問題がある
がゆえに、解決策も重層的でなければ、難しい

といえる。人によっては、地域住民との交流が
あれば孤立状態を解消できるものもいれば、病
気が解消できれば孤立状態を解消できるものも
いれば、金銭にゆとりができれば孤立状態が解
消できるものもいる。よって、行政、地域、家
族、本人などが孤立解消に向け一致団結してい
かなければ根本的な解決は難しいといえる。」

（小辻ほか［2011］）とし、様々な立場においての
団結すなわち協力し問題に取り組むことが必要

図表 2－ 3　独居自宅死亡者の年齢分布一覧（2017年 1～12月）
49歳
以下

50～54
歳

55～59
歳

60～64
歳

65～69
歳

70～74
歳

75～79
歳

80～84
歳

85～89
歳

90歳
以上

男性 138人 85人 124人 178人 352人 266人 252人 164人 88人 36人
女性 38人 12人 18人 23人 56人 85人 99人 136人 128人 45人

（出典：大阪府監察医事務所データをもとに作成）

図表 3　独居自宅死亡者居住区別発生数一覧

区名 検案数
独居自宅
死亡者数

中長期
発見者数 区名 検案数

独居自宅
死亡者数

中長期
発見者数

・検案数　
平成27年次大阪府監察医事
務所検案実施数
・独居自宅死亡者数　
上記検案実施数のうち独居
で自宅で死亡した者の数
・中長期発見者数　
独居自宅死亡者で、死亡時
から発見までに 1 週間以上
要した者の数
・独居率　
検案数のうち独居自宅死亡
者の割合
・中長期発見率　
独居自宅死亡者のうち中長
期発見者の割合　
・● 　大阪市内平均より独

居率が高い区
・▲ 　大阪市内平均より中

長期発見率が高い区

率 率 率 率

大阪市 4,551 2,323 730 東淀川 271 154 56
51.0 31.4 ●56.8 ▲36.4

北 133 75 20 東成 126 60 13
●56.4 26.7 47.6 21.7

都島 149 63 29 生野 254 128 42
42.3 ▲46.0 50.4 ▲32.8

福島 84 35 4 旭 138 62 24
41.7 11.4 44.9 ▲38.7

此花 111 48 15 城東 201 96 27
43.2 31.3 47.8 28.1

中央 115 57 15 鶴見 125 51 11
49.6 26.3 40.8 21.6

西 88 48 16 阿倍野 163 81 24
●54.5 ▲33.3 49.7 29.6

港 154 74 27 住之江 189 88 33
48.1 ▲36.5 46.6 ▲37.5

大正 115 55 20 住吉 232 126 38
47.8 ▲36.4 ●54.3 30.2

天王寺 86 38 10 東住吉 224 108 26
44.2 26.3 48.2 24.1

浪速 130 72 24 平野 303 153 54
●55.4 ▲33.3 50.5 ▲35.3

西淀川 149 77 26 西成 570 447 137
●51.7 ▲33.8 ●78.4 18人

淀川 255
128 46 市外

居住者 18650.2 ▲35.9

（出典：大阪府監察医事務所データをもとに作成）
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だとしている。
　多様な立場の複数の組織が協力し団結すると
き、対策を講じる行政や地域等がどのような対
策が必要としているかについて新田は次のよう
に分類を行っている。
　新田（2013）は、孤独死（孤立死）対策につい
て、社会的孤立と死という 2つの問題状況と予
防と早期発見という 2 段階の対策のねらいをも
とに、図表 4のようなマトリックスを提示して
いる。この分類からも分かるように、孤立死対
策には様々な事業や取り組みが必要であり、行
政や企業や地域団体さらには地域住民単独では
目標を達成できない。その意味でも、地域で活

動している多様な組織が一致団結しながら協働
することが必要である。
　本研究ノートでは、死後早期発見を目指すこ
とで、「（D）死体（遺体）が放置されないように
する対策」に注目する。こうした孤立死対策

（D）を実現するためには、社会的孤立に陥って
いる人の何が課題であるかを話し合いながら解
決策を講じる場の設定（C）から必要な対策（A・
B）に繋げることが必要になる（図表 5 ）。こう
した過程においては、行政レベルや民間レベル
の対応や地域社会全体での協力が必要となって
くる。地域社会全体での組織間の協働関係の構築
が孤立死軽減にむけての取り組みになっていく。

図表 4　実践的視点からの「孤独死（孤立死）」対策の概要

問題状況
対策のねらい 社会的孤立 （誰にも看取られない）死

予防
（事前対応）

A社会的孤立を防ぐ
【具体例】訪問・見守り活動・サロン活
動、孤独死防止の普及啓発、あいさ
つ・声かけ、チラシの配布、介護等の
フォーマルサービスの安定的利用

B看取られない死を防ぐ
【具体例】訪問・見守り活動、介護等の
フォーマルサービスの安定的利用、人
感センサー、緊急通報システム、救急
医療情報キット、アクセスしやすい医
療制度

早期発見
早期対応

（事後対応）

C 社会的孤立状態に陥っている個人や
世代の掘り起こしと対応

【具体例】福祉的支援を要する個人や家
族と「地域」や「制度」を繋ぐ実践

D 死体（遺体）が放置されないように
する

【具体例】AとBとCの対策および死後
の適切な社会的な措置

（出典：新田雅子［2013］『「孤独死」あるいは「孤立死」に関する福祉社会学的考察：実践のために』より引用）

図表 5　孤立死対策アプローチ

（D）遺体が放置されない社会

（B）看取られない死の予防

訪問介護や訪問看護
人感センサーによる見守りやセキュリティ
サービスの利用　等

（A）社会的孤立の予防

サロン活動の参加や地域活動による声掛け
介護サービスの利用　等

（C）問題や課題の共有

社会的孤立に陥っている人や問題を抱えている人を把握し、
問題点や課題を共有し支援に繋げる　等

（出典：図表 4を参考に筆者作成）
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　次章では、多様な組織や団体が協働関係を構
築し、孤立死についての対策を行っている西成
区あいりん地区と城東区森之宮地区の事例につ
いて分析する。
　 2つの地域の孤立死対策の比較のための分析
視点として、本論文では組織間協働化の議論を
参考にしたい。組織間協働については、これま
で多くの研究が蓄積されてきた。たとえば小
島・平本（2011）は、戦略的協働を「ＮＰＯ、
政府、企業という 3つの異なるセクターに属す
る参加者が、単一もしくは 2つのセクターの参
加者だけでは生み出すことが不可能な新しい概
念や方法を生成・実行することで、多元的な社
会的価値を創造するプロセス」と定義し、協働
システムの曖昧性、参加者の参入・退出の容易
さ、パワーの分散、偶然性の影響力などの特徴
を提示しながら、単一組織と比較して難しい過
程であることを指摘している。戦略的協働の議
論に関係する先行研究としてゴミ箱モデル、政
策の窓モデル、組織的知識創造のモデル、協働
促進・抑制要因モデル、協働形成モデルを紹介
している。
　また後藤（2013）は、戦略的協働とパート
ナーシップは、 1 ）複数主体によるプロセスと
捉えていること、 2 ）個々の主体のみでは不十
分であること、 3 ）個々の主体が同一立場や認
識に基づいていないことなどの共通点があると
指摘している。こうした点を踏まえ、本論文で
は孤立死対策を複数主体の組織間協働と捉え、
さらにプロセスとしての協働化を強調し、以下
の 3つの段階を経て進んでいくと仮定する

（佐々木［2009］）。 3つの段階とは、解決すべき
課題は何か、さらに直面する問題は何かについ
ての組織間で共通認識をする課題の明確化段階、
組織間の協働行為の理想的状態すなわちコンセ
プト創造・ビジョン設定を行う目標の明確化段
階、そして組織間の協働を維持・発展させるた
め、他の組織からの支援や支持をもとにシステ
ムや機構を創り上げる実行と評価の段階である。
次章のケースはこのプロセスとしての組織間協
働化の考えをもとに考える。

Ⅲ 　 2 つの地域における 
孤立死対策事例

　西成区あいりん地区と城東区森之宮地区は共
に大きなプロジェクトが進行しており、そのプ
ロジェクトの 1つとして孤立死対策が実施され
ている。
　両地域とも集合住宅が中心の地域であるが、
直面する地域事情は大きく異なっている。
1 �　城東区森之宮地区（スマートエイジング・
シティ構想）

　城東区の森之宮地区は、大阪城公園に隣接し
た市内中心部に位置している。砲兵工廠跡地に
面開発市街地団地として1967年に森之宮ＵＲ第
1 団地高層棟 5 棟が建築された。1978年に第 2
団地が建築され 1つの町を形成していたが、高
齢化が深刻化するなか、様々な課題を有するよ
うになってきた。2014年には問題の解決を目指
し大阪府市医療戦略会議のスマートエイジン
グ・シティのモデル地区として指定された。大
阪市の調査報告書9 ）は、この地域の問題点と
して「戦後、日本の面的住宅開発の先進事例と
なる団地中心のまちづくりが進められた。現在、
同団地には2,700戸約5,000人が居住しているが、
少子・高齢化が急速に進み、高齢者のみの世帯
の急増に伴う孤立化や若年層の減少に伴う地域
活動の担い手の固定化・高齢化の進行など深刻
な課題を有している」と指摘している。
　城東区の高齢化率が21.8％であるのに対し森
之宮地区は27.6％と大きく上回り、単独高齢者
世帯も城東区が12.1％であるのに対して、森之
宮地区は17.6％となっている。集合住宅の単独
高齢者は、孤立死の危険性が高いと考えられる。
⑴　孤立死の現状
　森之宮地区の自宅独居死亡者は、2017年は区
内比率約 4 ％とあまり多くないが、孤立死対策
の必要性が認識された2012年時点に、自宅独居
死亡者数が増え、区内比率約 8 ％であった。独
居自宅死亡者が増え、孤立死予防にむけて居住
者の意識の高まりなどもあり、行政も対策を講
じるようになってきた（図表 6 ）。
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⑵　対策に向けての過程
　城東区の森之宮地区のスマートエイジング・
シティの取り組みは、城東区役所主導のもと、
ＵＲ西日本、森之宮病院の 3 者協定をもとに
様々な団体が協力し現在も進められている。
　 3つのステージ区分をもとに孤立死対策の事
業展開の推移について住民インタビュー等10）

を参考にまとめたのが図表 7である。城東区役
所11）主導のもと対策のための会議体が形成さ
れ当初デザインされたプログラムをもとにＵＲ
西日本が住民サービスの拡充を行っている。さ
らに、森之宮病院12）は高齢者医療の充実とと
もに、隠れたニーズの掘り起し調査なども行っ
ている。

　図表 8は図表 5の孤立死対策アプローチをも
とに森之宮地区の孤立死対策を整理したもので
ある。ＵＲ西日本の居住者サービスや森之宮病
院の利用者サービスは充実してきているが、課
題としてあげられてきた住民の関係性の希薄化
や地域活動の担い手不足の解消までには至って
いない13）。
2 　西成区あいりん地区（西成特区構想）
　あいりん地区は、西成区の北東部に位置する
地区で、高齢化率、生活保護受給率、男性単独
居住者割合が高い町になっている。高度成長期
は、日本各地から仕事を求めて集まる「労働者
のまち」であり、1960年代のピーク時には簡易
宿泊所が立ち並び、日雇い労働者が 2 万人を超

図表 6　森之宮地区自宅死亡者経年比較
2011年 2012年 2013年 2017年

城東区内
検案数 258人 238人 249人 200人
独居自宅死亡者数 95人 143人 119人 93人

森之宮地域内
検案数 7 人 17人 13人 8 人
独居自宅死亡者数 4 人 11人 8 人 4 人

（出典：大阪府監察医事務所データをもとに作成）

図表 7　森之宮地区の対策経過図

問題意識の共有化過程
（課題の明確化）

・2012、2013年　団地内での
孤立死事例の顕在化（住民間
で認識）
・2014年住民有志による繋が
りづくり活動の開始
　孤立死等の勉強会の実施
　交流スペースの設置
・2014年大阪府市医療戦略会
議で「スマートエイジングシテ
ィ」のモデル地区として指定
・大阪市より「スマートエイ
ジングシティ」具体化に向け
ての調査の報告

少子高齢化の現状や関係性
の希薄化、高齢者単独世帯
の孤立化

将来ビジョンの構想過程
（目標の明確化）

・2015年UR西日本、森之宮病
院、城東区役所３者によるま
ちづくり協定の締結
【取り組み目標】
①　孤立死防止、問題の重大

化予防のため早期支援に向
けた入居者情報の共有と迅
速な対応

②　団地での在宅療養のライ
フスタイルの提案

③　健康に暮らしやすい環境
作りに向けた住民ニーズに
隙間なく対応できるサービ
スの提供機能の設置

ビジョン実現に向けての実行過程
（実行と評価）

・2016年森之宮地域早期介入・
支援のためのネットワーク「ス
マートエイジング・コア会議」
の設置
（実施例）
安心サポートサービス
　生活アドバイザーの設置
見守りサービスとして室内に設
置された動体センサーで異常の
感知
（有料サービス）
在宅療養、介護を可能にする住
宅改修モデルルームの設置
災害時救援調査の実施
住宅内店舗による買い物支援や
高齢者向け宅配弁当の実施
大学と協働で健康調査の実施

（出典：地域住民インタビューと城東区役所ホームページをもとに筆者作成）
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える人口密集地であった。あいりん地区は地名
ではなく、ＪＲ西日本関西本線・環状線、南海
本線・高野線等に囲まれた三角形の地区であり、
萩之茶屋 1 ～ 3 丁目およびその周辺を指してい
る。万国博覧会（1970年）の開催やバブル好景
気時などには好況を呈し、多数の労働者が集ま
る地域であったが、バブル崩壊後の長引く不況
などにより仕事が激減し、仕事に就けない労働
者が路上生活を余儀なくされた。1998年の大阪
市の調査によれば、野宿者が8,660人に上り、
あいりん地区だけでも1,000人を超えた。2002
年「ホームレスの自立の支援等に関する特別措
置法」の施行などにより、働くことが困難な高
齢労働者は生活保護を受給し、定住することが

できるようになった。このような背景のもと、
あいりん地区は「労働者のまち」から「福祉の
まち」14）へと変容していった。
⑴　孤立死の現状
　あいりん地区内の萩之茶屋 1 ～ 3 丁目の独居
自宅死亡者についてのデータは図表 9のとおり
である。この地域は簡易宿泊所や転用アパート
が林立し、居住者の男女比は男性91％と極端に
男性単身者が多く住む町である。
　萩之茶屋地区は高リスク男性独居者が多く居
住し15）図表 9からも分かるように孤立死も多
く発生している。高い高齢化率、環境の悪化、
治安の問題など課題が山積する地区16）でもあり、
危機感をもった地域の住人や支援団体が、安心

図表 9　2017年萩之茶屋１～３丁目検案データ

項目
居住別 性別 収入状況 介護サービス受給状況

独居 同居 男性 女性 有職 年金 生保 無 不明 有 無 不明
（人） 126 2 124 2 6 13 96 6 5 30 93 2

％ 98.4 1.6 98.4 1.6 4.8 10.3 76.2 4.8 4.0 23.8 73.8 1.6

（出典：大阪府監察医事務所データをもとに作成）

図表 8　孤立死対策アプローチ

（B）看取られない死の予防
・安心サポートサービス（UR）
　　アドバイザーによる週1回の安否
　　確認コール（居住者無料）
・見守りセンサーの設置（UR）
　　　　（居住者向け月900円）
・森之宮病院とURによる在宅介護向け
　モデルルームの設置　　　　　等

（A）社会的孤立の予防
・ふれあい喫茶、体操教室などの
　繋がりの場の設置　（地域）
・団地内店舗と提携し買い物支援
　（UR）
・団地内食堂と提携し宅配弁当
　などの食事支援　（社協）

（C）問題や課題の共有
・森之宮孤立化防止ネットワークスマートエイジングコア会議の設置
　　問題を共有し、課題を話し合う場
・災害時安否確認要援護者調査（森之宮病院）
　　ニーズの掘り起し、実態把握のため
・府立大学大学院による外出自粛の影響についての健康アンケートの実施

（D）遺体が放置されない社会

（出典：図表 4を参考に筆者作成）
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して住める町を目指す話し合いの場や取り組み
がスタートしていった。
⑵　対策に向けての過程
　あいりん地区の取り組み経過は、1999年にま
ちの課題に対し問題意識をもったあいりん地区
にかかわる人たちが集まりスタートした。また
同年、バラバラに行動していた活動団体が支援
活動の一元化を目指し、ＮＰＯ法人釜ヶ崎支援
機構を立ち上げ、ホームレスや日雇い労働者の
支援活動を始めた。これをスタートとし、図表
10に示すような様々な取り組みが始まっていく
ことになる。
　2012年橋下市長誕生後示された「西成特区構
想」18）により行政が参画し、大きく事業が発
展していった。白波瀬（2019）は「西成特区構
想は行政が主導するトップダウン型の再開発プ
ロジェクトのように思えるが、実際には地域住
民や支援団体などで構成されたボトムアップ型
のまちづくりと密接な関係を有しながら今日ま

で展開してきた」と指摘しているが、特区構想
以前に多様な課題に取り組んでいた諸団体がこ
の構想を下支えしていたといえる。ありむら

（2019）も「『あいりん地域まちづくり会議』を
はじめとする話し合いの仕組みをつくり、あき
れるほどに粘り強く、丁寧に議論を重ね、しか
も絶対反対派もメンバーに入れながら、進めて
いく」と述べており、この「あいりん地域まち
づくり会議」で示されたビジョンをもとに事業
が実行され新たに第 2 期特区構想のステージに
向かっている。
　図表11に示した孤立死対策アプローチは、現
在あいりん地区で実施されている事業であるが、
地区の課題を共有する場から生れたＮＰＯや各
種団体の共同体が、行政からの委託を受けなが
ら事業を行っている。
　あいりん地区特有ともいえる、生活保護受給
者の自立、高齢男性の孤立化など、孤立死に繋
がる問題への取り組みは喫緊の課題であり、行

図表10　あいりん地区の対策経過図

問題意識の共有化過程
（課題の明確化）

・1999年「釜ヶ崎まち再生フォ
ーラム」設立（問題共有の場）
・1999年NPO法人釜ヶ崎支援機
構の設立（運動団体協働組織）
・2004年NPO法人サポーティブ
ハウス連絡協議会が発足（簡易
宿泊所転用アパート）
・2005年「萩之茶屋・今宮中学校
周辺まちづくり拡大会議」発足
　　↓発展
・2008年「仮称萩之茶屋まちづ
くり拡大会議」（諸団体が一堂
に会し、課題を話し合う場）
・2013年諸団体が参加する「萩
之茶屋周辺まちづくり合同会社」
を設立
・2015年「地域における見守り
ネットワーク強化事業」開始
（西成区社協ニーズの把握）

将来ビジョンの構想過程
（目標の明確化）

・2012年「西成特区構想」
がスタートし区長主導のプ
ロジェクトチームの発足

「西成特区構想有識者座
談会」の設置

↓
「西成特区構想有識者座
談会報告書」の提示
短期・中期・長期の対策
提案

↓
「 5 年間の成果と次期構想
についての有識者提言」の
提示

・2013年エリアマネジメント
協議会の設置（行政、有識
者 、 町 内 会 、 福 祉 施 設 、
NPOなど）

↓
2014年「西成特区構想まち
づくりビジョン有識者提言」
を提出

ビジョン実現に向けての実行過程
（実行と評価）

・2013～2017年短期集中的な対策
の実施
①あいりん日雇労働等自立支援事業
　（NPO法人釜ヶ崎支援機構が受託）
　高齢者特別清掃事業
　夜間宿泊所運営事業　等
②単身高齢生活保護受給者の繋が
りづくり事業（ 5 つのNPO法人が
受託）
　ひと花プロジェクト
③あいりん地域環境整備事業（萩
之茶屋周辺まちづくり合同会社が
受託）

不法ごみ投棄抑制パトロールや回
収（生保受給者等を雇用）等

・2018年～将来に向けた中長期対
策の実施
①サービスハブ構築・運営事業
（ 4 つの団体で構成されるヨリドコ
西成連合体として受託）

（出典：ありむら潜［2019］とインタビュー17）をもとに筆者作成）
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政と 5つのＮＰＯの協働で社会的孤立予防のた
めの「ひと花センター」が開所された。行政が
高リスク者に対し「ひと花センター」に紹介し、
各ＮＰＯ法人が役割に応じたプログラムを提供
している。
　話し合いの場から始まったサポーティブハウ
スでは、孤立化しがちな独居高齢者に対し、服
薬サポートや介護サポートや日々の見守りを
行っており、身体の異常への気づきや死亡後の
早期発見に至るケースも見受けられる。対象者
が多く、絶対的な孤立死の減少までは至っては
いないが、早期発見が増えていくことが期待で
きる取り組みである。

Ⅳ　 2地域における対策の比較

　大阪市の城東区森之宮地区は年金高齢者が多

く居住する集合住宅主体の地域であり、西成区
あいりん地区は生活保護受給の単身高齢者が居
住する地域である。地域事情が違うことで、孤
立死の数や質も大きく違っている。共通する点
は、あいりん地区は特区構想、森之宮地区はス
マートエイジング・シティ構想のモデル地域で、
どちらも行政の強力な推進のもと行われている
ことである。
　西成区あいりん地区は、プロジェクトが進行
する以前より、孤立死問題をはじめ困難な課題
を抱えており、関係者や団体が問題を共有し話
し合う場が作られ、そうした場が西成特区構想
提示後の行政とともに問題解決の事業主体と
なっている。多様な主体が行政へ提案し、行政
は提案された事業を委託事業として再提案する
形など、ボトムアップの行政提案型ともいえる形

図表11　孤立死対策アプローチ

（B）看取られない死の予防（A）社会的孤立の予防

（C）問題や課題の共有

（D）遺体が放置されない社会

・ひと花センター（区＋５つのNPO法人）
安心して集える日中に居場所として設置さ
れ、あいりん地区内の単身高齢者の社会的
孤立を防ぐための取り組み
生活困窮者雇用支援事業

・高齢日雇労働者就労支援事業（大阪府）や
あいりん日雇労働者等自立支援事業（大阪
市）

　（NPO法人釜ヶ崎支援機構が受託）
・あいりん地域環境整備事業（区）

（萩之茶屋地域周辺まちづくり合同会社が
受託）

・地域福祉・高齢者福祉相談窓口の設置
　（西成区社会福祉協議会の受託事業）

・釜ヶ崎のまち再生フォーラム「定例まちづくり広場」で地域課題を話し合
い共有し話し合う場（個人で参加）

・（仮称）萩之茶屋まちづくり拡大会議では、多くの団体が参加し、地域課
題等を話し合う（団体で参加）

・サポーティブハウス（簡易宿泊所転用アパ
ート）
「終の住処」として生活支援や金銭管理
など福祉的サポートと見守り
共有スペースの設置

・結核対策事業など定期的医療相談や検診
（西成区役所、関係NPO法人が実施）

・地域における要援護者見守りネットワーク
強化事業
孤立死のリスクの高い世帯の情報収集と
緊急時対応の仕組みを設置（区社協）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

（出典：筆者作成）



81非営利法人研究学会誌VOL.23　2021

大阪市の孤立死の現状と 2地域における孤立死対策の比較大阪市の孤立死の現状と 2

式で進行している。一方城東区森之宮地区は、
孤立死について一部住民が認識している程度で
あったが、行政がＵＲ西日本と地域病院である
森之宮病院と 3 者協定を締結した後、孤立死対
策がスタートしている。そして締結で示された青
写真にそって事業が実施されるトップダウンの
行政主導型で進められている。トップダウン型
は事業を迅速に進めることができるが、住民間の
連携や当事者意識は薄れてきている。現在も事
業は進行中であるが、社会状況が大きく変化す
るなか、住民のニーズをすばやく感知し対策に
繋げるボトムアップ型の協働が求められている。

Ⅴ　おわりに

　大阪市内の孤立死の全体的特徴としては、男
性の後期高齢者が最も多く、親族や知人や職場
の繋がりが薄い人の発見が遅い傾向にある。そ
して、訪問介護などサービス受給者が早期発見
に繋がっている。また調査対象にした西成区あ
いりん地区と城東区森之宮地区は、それぞれ地
域環境や生活状況が異なっているが、ともに行
政参画のもと多様な団体の協働による孤立死対
策が進められている。
　西成区あいりん地区は、地区内の孤立死課題

図表12　 2地域の取り組み比較
区名 西成区（あいりん地区） 城東区（森之宮地区）

プロジェクトの主体 大阪市　西成特区構想 大阪府　スマートエイジング・シティ
背景 高度成長期に出現した労働者のまち 高度成長期に開発された団地群
生活環境（孤立死デー
タより）について

収入状況　無職
　生活保護受給者および無収入者
居住形態　集合住宅
　簡易宿泊所転用アパートおよびマンショ
ン、福祉アパート　など

収入状況　無職
　年金受給者
居住形態　集合住宅
　高層UR団地群
　（築年数50年以上）

孤立死対策への経過 問題解決のため、様々な団体が話し合
いの場作り、協働し、事業を行って
いった
　ＮＰＯ法人釜ヶ崎支援機構
　萩之茶屋地域周辺合同会議　等

行政提案により、UR、森之宮病院の三
者協定が結ばれ、孤立化防止ネット
ワークが立ち上げられた。

孤立死対策のポイント ＮＰＯ法人の職員やボランティア（マ
ンパワー）による見守りやいきがいづ
くり事業（指定管理事業）
高齢者の雇用の創出（委託事業）
　→弱者支援

UR（居住者に対する安心センサーの導
入、職員による見守り）
森之宮病院（利用者への相談、住人へ
の健康相談）
→お客様サービス

行政との関係 ボトムアップ型
　行政への提案（行政提案型）

トップダウン型
　行政からの提案（行政主導型）

組織間協働過程
①　組織間での問題意

識の共有化過程
②　将来ビジョンの構

想過程
③　ビジョン実現化に

向けた実行過程

①　多様な組織間での課題認識の自主
的共有化（1999～2008年）

②　活動団体の自主的集合による将来
ビジョンの構想から行政構想へ（2008
～2012年）

③　将来ビジョン具現化に向けたプロ
ジェクトの設置と運営（2013年～）

① 　団地住民により孤立死問題の認識
　（2012～2015年）
②　三者間でのスマートエイジング・
シティに向けての基本連携協定締結

（2015年）
③　モデル事業推進の取り組み
　（2015年～）

協働の特徴と限界 行政の参画（西成特区構想）により、
特区構想を利用しながら、運用を進め
ている（協働により共存関係に）。

行政の参画（スマートエイジングシ
ティ）により、住民間の孤立死問題の
への認識が薄れてきた（行政への依存
関係に）。

（出典：筆者作成）
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について複数団体の話し合いの場が自然発生的
に形成され、問題意識の共有から意見集約そし
て課題解決を行うＮＰＯ法人の誕生へと繋がっ
ている。これを基盤にして西成特区構想を梃子
に多くの地域諸団体が参加することで大規模な
協働体制に進化している。
　一方森之宮地区は、一部住民の間で孤立死課
題についての問題意識が共有された段階で、行
政主導のスマートエイジング・シティ構想が示
され、他団体との協働による公式会議体が組織
され、行政プランに沿った取り組みが進められ
ている。
　両地域とも高齢化が進み、孤立死数が増加傾
向にあり対策が必要であるという認識があった。
しかし森之宮地区は行政主導のトップダウン型
対策が取られてきたことから、自治会など地域
団体の繋がりづくりやふれあい活動への参加者
の固定化など住民間の問題意識の共有は低調で
ある。一方あいりん地区は、特区構想以前の会
議体が中心となり、プロジェクト参画から行政
提案そして委託事業という関係が形成されてい
る。支援が必要な人に接し、ニーズを拾い上げ、
行政に伝えるボトムアップ型システムが形成さ
れている。
　孤立死問題には複雑多様な要素が関係し、複
数の団体や組織の協働が不可欠である。そして
孤立死の発生要因である社会的孤立状況にある
人を支援に繋げるためには、ニーズを把握し
トップに届けるボトムアップ型取り組みと、行
政がスピーディに仕組みを策定し対策に繋げる
トップダウン型取り組みの両方が必要である。
あいりん地区と森之宮地区はともに行政プロ
ジェクトのもと対策が進められているが、地区
外で孤立死の発生が少ないわけではなく、城東
区の世帯数が多い公営住宅でも孤立死が発生し
ている。西成区も地区外で孤立死が多く発生し
ている。
　（2017年検案結果より）
・西成区内独居自宅死亡者数447人に対して、

萩之茶屋 1 ～ 3 丁目は126人であった。
・城東区内独居自宅死亡者数96人に対して、森

之宮 1 ～ 2 丁目は 4 名であった。
　プロジェクトモデル事業を地区外に広げなが
ら、大阪市全体の孤立死対策に繋げる取り組み
にするためには、孤立死対策の効果の可視化も
必要である。
　孤立死解消のための協働システムをどのよう
にデザインし、そうした協働システムを地区外
にどのように伝播させていくかが今後の課題で
もある。

［注］
1）令 和 2 年 高 齢 社 会 白 書を参 考。https://

www8.cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2020/
zenbun/pdf/1s1s_01.pdf（2021年 5月27日閲覧）

2）令和元年高齢社会白書より。https://www8.
cao.go.jp/kourei/whitepaper/w-2019/html/
gaiyou/s1_1.html（2020年12月15日閲覧）

3）定義について、新田は孤独死の定義は一様で
はないとし、「何を問題としてとらえるかに
よって、その内実は異なってくる」（新田、

［2013］）と述べている。
4）東京都監察医務院ホームページ平成22年度第

19回公開講座資料「東京都23区における孤独
死の実態」　緒言より抜粋。https://www.
fukushihoken.metro.tokyo.lg.jp/kansatsu/
kouza.files/19-kodokushinojittai.pdf（2021年 6
月10日閲覧）

5）大阪府監察医事務所ホームページより「大阪
府監察医事務所では、大阪市内における異状
死体（原因が明らかでない感染症や不慮の事故な
どで亡くなられた方々のご遺体）の検案及び解
剖を行うとともに、検案・解剖を行っても死
因が判明しない場合には必要な諸検査を施行
し、亡くなられた方の死因を究明する業務を
実施しています」。http://www.pref.osaka.
lg.jp/kansatsui/（2021年 6 月10日閲覧）

6）死体検案書（死亡診断書）…監察医が検案を
行い、死因を特定し作成する。

　検案要請書…異状死の届け出があった場合、
監察医に検案を要請する際、警察が作成する。
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大阪市の孤立死の現状と 2地域における孤立死対策の比較大阪市の孤立死の現状と 2

9）大阪市ホームページ『スマート・エイジング
シティの具体化に向けた調査結果とりまと
め』より。https://www.city.osaka.lg.jp/seis
akukikakushitsu/page/0000342428.html（ 2020
年12月15日閲覧）

10）2020年 7 月17日UR森之宮団地集会所におい
て孤立死対策を自発的に取り組む住民代表に
聞き取り調査を行った。

11）城東区役所ホームページスマート・エイジン
グシティについてのお知らせ。https://
www.city.osaka.lg.jp/joto/page/0000332185.
html（2020年12月15日閲覧）

12）森之宮病院ホームページ大阪市城東区・UR
都市機構と森之宮地域のまちづくり協定提携
のお知らせ。https://www.omichikai.or.jp/
morinomiya_h/news/201511111（2020年12月
15日閲覧）

13）住民代表への聞き取り調査によれば、「自治

町会加入者は約30％程度から増えていないな
ど、関心は低い。」「孤立死対策としては今後、
UR実施の見守りセンサーへの加入を勧めて
いきたい」「現役世代は共働きが多く、協力
を得にくい」など、まだ地域活動の担い手不
足などの解消までには至っていないと推察で
きた。

14）白波瀬（2017）「貧困と地域」より引用。
　「バブル崩壊以降、あいりん地区は『労働者
の町』から『福祉の町』へと変容したと決ま
り文句のように語られるようになった」。

15）萩之茶屋の人口9,665人　男性8,984人　世帯
数9,198世帯（平成27年町別人口世帯数）。htt
ps://www.city.osaka.lg.jp/nishinari/cmsfil
es/contents/0000342/342350/choumo
ku271001.pdf（2021年 6 月10日閲覧）

　萩之茶屋の人口に対する世帯数から、独居者
が多く住むことがみて取れ、男性の比率も大

7）図表 2 － 2 発見状況一覧詳細（発見者）

早期発見 短期発見 中長期発見 計 傾　　向
親　　　　族 191 50 47 288   （25％） 親族や職場などの

関係性が発見に繋
がった。

会 社 関 係 46 14 3 63   （5.5％）
知人（友人） 64 32 23 119（10.3％）
会議サービス 179 19 5 203（17.6％）
行政サービス 15 11 26 52   （4.5％） 訪問介護や看護な

ど、日常的なサー
ビスが発 見に繋
がった。

医療サービス 15 6 0 21   （1.8％）
住宅サービス 35 35 145 215（18.6％）
配達サービス 17 12 7 36   （3.1％）
地 域 関 係 者 45 28 67 140（12.1％） 隣人や住人
そ　　の　　他 13 2 2 17   （1.5％）

8）図表 2 － 2 発見状況一覧詳細（発見のきっかけ）

早期発見 短期発見 中長期発見 計 傾　　向
定期的訪問、偶然は発見

（親族、知人等） 149 38 18 205（17.8％） 定期的な訪問や連
絡により、発見に繋
がった。定期的訪問、偶然発見

（仕事上） 214 31 20 265（23.0％）

連絡がとれず安否確認で
発見（親族や知人） 175 77 75 327（28.3％） 連絡がとれない、姿

をみかけないため通
報連絡がとれず安否確認で

発見（仕事上） 36 39 132 207（17.9％）

外的要因で発見 31 22 78 131（11.4％） 臭いや虫
その他 15 2 2 19　（1.6％）
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きい。
16）山積みする問題…西成特区構想担当特別顧問
の鈴木亘は著書で以下のように記している。

　「西成区、とりわけ、あいりん地域が抱えて
いる諸問題は、言うまでもなく深刻な状況に
ある。様々な治安問題、高い結核罹患率の問
題、ゴミの不法投棄や立ち小便などにみられ
るモラルの問題、生活保護受給者の急増とそ
れに伴う不正受給や不適切な消費の問題、生
活保護受給者の健康・医療問題や孤立化、野
宿生活者や高齢の日雇労働者等の貧困不安的
居住者層の存在、野宿生活者のテントや小屋
掛けがあって住民が利用できない公園、減少
の一途をたどる児童数、子どもの貧困問題

（後略）まさに問題山積みといえる」。
17）2019年10月31日西成区萩之茶屋まち歩き講習

会に参加し、講師のありむら氏にインタ
ビューを行った。

18）西成区役所ホームページ西成特区構想プロ
ジェクトに特区構想の詳細を掲載。https://
www.city.osaka. lg. jp/nishinari/catego
ry/3480-3-0-0-0-0-0-0-0-0.html（2020年12月15日
閲覧）
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